
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：26-20） 

 

１ 太平洋諸島フォーラム（PIF）の全加盟国が世界の海底通信ケーブルネットワーク

に接続され、地域のデジタル基盤が大幅に強化された。豪州は 2018年以降 5億豪ドル

以上を拠出して 1 万キロ超の敷設を支援してきた。これにより、高額な通信コストや

通信障害などの脆弱性といった遠隔島嶼部の長年の課題を解消することができる。安

定した通信インフラは、投資の呼込み、生産性向上、またデジタル経済の拡大にます

ます重要となっている。 

原文 

（8th October 2026, Pacific Business Review） 

 

２ 台湾海巡署（CGA）は、コーストガード外交の一環として巡視船 2 隻をパラオに派

遣した。10 月 6 日にマラカル港に入港し、同国の海上警察職員を同乗させた上で、同

9 日よりコロール島の南西約 200 海里のパラオ排他的経済水域（EEZ）において合同パ

トロールを実施した。本活動を通じて、台湾海巡署船艇における史上最南端の活動記

録を樹立した。パラオは独立したコーストガードを有しておらず、海上警察が米沿岸

警備隊との連携や日本からの支援により IUU対策や捜索救難活動に取組んでいる。 

原文 

（12th October 2026, Taipei Times） 

 

３ 米国は、中国とつながりのあるハッカーが本年 7 月から 8 月にかけて、フィジー

のスバにある地域組織にサイバー攻撃をしていた疑いがあるとして、フィジー政府に

警告した。太平洋地域の政府、多国間組織、通信ネットワークが標的にされるパター

ンと同様であり、中国の情報機関等に機密情報が漏れる可能性を指摘した。これに対

し中国は、当該主張は政治的な動機に基づき、中国と太平洋諸国との間に不和を煽る

ことを目的とした偽情報であると否定した。 

原文 

（13th October 2026, PACNEWS） 

原文 

（14th October 2026, RNZ） 

 

４ 10 月 8 日、パプアニューギニア警察は、ポートモレスビーにある半自動小銃や銃

器部品、製造設備などの隠し場所を押さえた。マニング警察長官は、この隠し場所が

国際的な銃器密売組織と関連していること、また、国際宅配便を利用して分解した銃
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https://www.taipeitimes.com/News/front/archives/2026/10/12/2003865799
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器部品を密輸するなどし、密輸の調整役を務めていた男を逮捕し拘留中であると発表

した。 

原文 

（14th October 2026, RNZ） 

 

５ 10 月 11 と 12 日の 2 日間、フィジーのスバにおいて、インドネシア海軍の病院船

による医療サービスの提供が行われ、504人が受診した。船上では、フィジー保健省と

の協力のもと、一般診療、歯科治療、放射線検査、非感染性疾患のスクリーニングが

行われた。同船はこの後、ソロモン諸島、パプアニューギニアを訪問する予定である。 

原文 

（14th October 2026, Islands Business） 

 

６ マーシャル諸島議会で、船舶不足による外郭離島の窮状への対応が議論の中心と

なっている。同国海運公社が運航する 4 隻のうち、整備や退役により 1 隻を残すのみ

となる中、10月 10日に主力船が強風で座礁・沈没した。その後の議会において、ハイ

ネ大統領は、新たな船舶 2 隻の支援について日本政府と協議していることに言及した。

日本政府は 2010年代半ばに MV Majuroと MV Kwajaleinの 2隻を供与している。 

原文 

（16th October 2026, The Marshall Islands Journal） 

 

７ パラオは海洋調査や海洋監視の強化に向け、太平洋諸島海洋観測システム

（PacIOOS）から提供された同国初となる観測ブイ 2 基を設置した。これらのブイで観

測した波や気圧、水温などの海洋データは、オンラインで公開され、研究活動の促進

や、市民の気象・海況に関する意識向上に向けた取組みに役立てられることとなる。 

原文 

（16th October 2026, Island Times） 

 

８ 10月 10日、中国の北京で開催された第 6回中国・太平洋島嶼国政治指導者対話に

おいて、フィジー代表団を率いたラブナワ保健・医療副大臣は、国際協力は協定や外

交上の宣言ではなく、人々の生活の改善によって評価されるべきだと述べた。また、

中国との協力は太平洋地域の優先事項、地域連帯、国家主権を尊重しつつ、青い太平

洋大陸のための 2050戦略を補完するものでなければならないと強調した。 

原文 

（17th October 2026, Fiji Sun） 

 

９ 10月 16日、シンガポール、インドネシア及びマレーシアは、回転基金委員会の下

で演習訓練を実施し、マラッカ・シンガポール海峡における石油流出事故対応におけ

る連携強化を図った。演習はシンガポールの第 17 回石油流出訓練に先立ち実施され、

https://www.rnz.co.nz/news/pacific/1894237/png-police-seize-high-powered-weapons-cache-linked-to-an-international-syndicate
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シンガポール領海で発生した船舶衝突事故により石油が流出し、その後インドネシア

とマレーシアの海岸に到達するというシナリオを想定して実施された。 

原文 

（19th October 2026, Manifold Times） 

 

１０ 米企業 MARTAC は 10 月 19 日、台湾海巡署（CGA）が同社の自立型水上艇を導入

することを公表した。契約条件には共同生産方式であることが含まれており、一部は

米フロリダ州で、残りは同社の台湾パートナー企業で製造される。同艇は、全長 8.4

メートル、50ノットを超える最高瞬間速度を有し、 複雑な海洋環境下で活動する沿岸

警備隊や軍事組織の幅広い任務を支援するように設計されている。 

原文 

（19th October 2026, Naval News） 

 

１１ フィジーとニュージーランドは、無人水上艇を用いた合同洋上監視作戦を完了

した。本作戦では、波力や太陽光、風力を動力源として自律航行する無人水上艇 2 隻

を投入して 137隻の不審船舶を特定し、更に 4週間にわたり 24時間体制での追加調査

が必要とされた。同無人水上艇は高度な監視・測位・撮影システムを搭載しており、

取得したデータは継続的に監視センターへ送信される。本作戦によりフィジー共和国

軍は、地域内の海上交通量やパターンなどの活動状況をより正確に把握できるように

なった。 

原文 

（19th October 2026, Islands Business） 

 

１２ アジア開発銀行（ADB）は、中東情勢による燃料費高騰への対応として、キリバ

ス、トンガ、ツバルへの計 4010万ドルの支援を承認した。3か国で総額 8000万ドル以

上の経済的打撃が試算されており、本支援は、3か国の脆弱な世帯を保護し、必要不可

欠なサービスを維持し、エネルギー安全保障を強化することを目的としている。 

原文 

（20th October 2026, Islands Business） 

 

１３ フィジーは 10 月 21 日、海洋安全保障戦略 2026-2035 を発表した。同種の戦略

は太平洋地域で初となる。ティコンドゥアンドゥア国防大臣は、“時代遅れの法制度

や関係機関の分断”が現代の海上犯罪への対応を難しくしていると指摘し、今回の戦

略はこうした課題を克服するため、政府内の連携改善、海洋状況把握（MDA）の強化、

そして海上における法的権限の明確化を目的としている。 

原文 

（21st October 2026, Fiji Sun） 

原文 

（22nd October 2026, Islands Business） 
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１４ 10月 13日から 16日の間、サイパンで開催された第 53回太平洋諸島警察長官会

議において、越境犯罪対策のための新たな組織である太平洋警察共同体（PACPOL）が

正式に発足した。PACPOL は、太平洋諸島警察長官会議と太平洋警察イニシアチブを単

一組織の下に統合するものであり、パプアニューギニアのマニング長官が初代議長と

なった。 

原文 

（22nd October 2026, RNZ） 
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